
■■■■事務事業事務事業事務事業事務事業のののの総点検総点検総点検総点検についてについてについてについて

ⅠⅠⅠⅠ　　　　目的目的目的目的 ■■■■　　　　事務事業事務事業事務事業事務事業のののの総点検総点検総点検総点検（（（（見直見直見直見直しのしのしのしの判断基準判断基準判断基準判断基準））））

 高い

ⅡⅡⅡⅡ　　　　基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方
必要性必要性必要性必要性

低い 高い

 低い

ⅢⅢⅢⅢ　　　　結果概要結果概要結果概要結果概要

663事業663事業663事業663事業

①自治事務（法律・政令に基づく事務） 190事業

②自治事務（条例に基づく事務） 101事業  

③自治事務（各種計画に基づく事務） 55事業

④自治事務（任意の事務） 301事業

⑤法定受託事務（国） 15事業

⑥法定受託事務（県） 0事業

⑦権限移譲事務（国） 0事業

⑧権限移譲事務（県） 1事業

663事業663事業663事業663事業

①施設管理・運営 70事業

②補助金・奨励金・助成 110事業

③繰出金・負担金 49事業

④扶助費 45事業

⑤その他市民サービス（ソフト事業） 153事業

⑥その他市民サービス（ハード事業） 40事業

⑦内部事務 135事業

⑧人件費（委員報酬等） 61事業

　事業の実施根拠から職員の従事状況、業務プロセスに至る事務事業の全般について、

ゼロベースの見直しを行う。

　市が実施している事務事業（平成24年度当初予算663事業）について、第５次総合計画

及び重点政策における位置付けの整理を行い、見直しの方向性や改革・改善策及び実施

時期を決定する。

　事務事業の点検結果を踏まえた改革・改善策の実行に向けて、業務プロセスの再構築

や組織改革への反映を行うとともに、定員管理と職員のスキルアップを基軸とする戦略

的人事施策に基づく人事配置に繋げる。

２２２２　　　　効率性効率性効率性効率性・・・・役割分担役割分担役割分担役割分担・・・・業務業務業務業務プロセス・プロセス・プロセス・プロセス・組織妥当性組織妥当性組織妥当性組織妥当性

２２２２　　　　事業性質区分事業性質区分事業性質区分事業性質区分

１１１１　　　　必要性必要性必要性必要性・・・・有効性有効性有効性有効性 有効性有効性有効性有効性

１１１１　　　　事業種別事業種別事業種別事業種別

　社会情勢や市民ニーズの変化などを踏まえて、より効率的・効果的な行政経営を行う

ため、行政の役割や本来あるべき姿を点検・評価することにより、「市が関与すべきで

ない事業」や「役割を終えたと考えられる事業」を廃止するなど不要な事務事業を削減

し、市が真に行うべき事務事業を確実に実行し、市民サービスの更なる向上に向けて、

ゼロベースの大胆な見直しを行うもの。

②継続実施（維持）

(1)コストの削減

(2)市職員従事方法の見直し

(3)人員の削減（職員数減・臨時職員化）

(4)実施方法の見直し（指定管理者・委託化）

(5)地域との役割分担

(6)市民・ＮＰＯとの役割分担

(7)業務プロセスの見直し

できない

(8)組織の見直し
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できない
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ⅣⅣⅣⅣ　　　　課題整理課題整理課題整理課題整理

ⅤⅤⅤⅤ　　　　改革改革改革改革・・・・改善策改善策改善策改善策のののの方向性方向性方向性方向性

①①①①施設管理施設管理施設管理施設管理・・・・運営運営運営運営

　必要性の観点での「施設の存続についての検証」、有効性の観点での「利用者数の推移」、効率性の観点での「利用者一人当たりの費用対効果」、役割分担の観点での「直営施設の委託化（指定管理者

制度を含む）」が検討されていない施設が数多く見られた。また、「開館時間」や「休館日」など施設運営の観点からの検証がなされていない施設が数多く見られた。

②②②②補助金補助金補助金補助金・・・・奨励金奨励金奨励金奨励金・・・・助成助成助成助成

　必要性の観点での「補助金継続についての検証」、有効性の観点での「事業効果の検証」、効率性の観点での「費用対効果の検証」、役割分担（地域力向上）の観点での「補助金の整理・統合の検証」

がなされていない事業が数多く見られた。

③③③③繰出金繰出金繰出金繰出金・・・・負担金負担金負担金負担金

　一般会計における特別会計への繰出金や一部事務組合の負担金、特別会計における給付費保険者負担金など「自治事務（法律・政令に基づく事務）」など、裁量性が低い事業が多い。

④④④④扶助費扶助費扶助費扶助費

　障害者自立支援事業などの「自治事務（法律・政令に基づく事務）」と「自治事務（条例に基づく事務、任意の事務）」があった。

⑤その⑤その⑤その⑤その他市民他市民他市民他市民サービスサービスサービスサービス（（（（ソフトソフトソフトソフト事業事業事業事業））））

　「自治事務（法律・政令に基づく事務）」などが52事業、「自治事務（条例に基づく事務）」や「自治事務（任意の事務）」などが87事業あり、事業性質区分の中で一番多く裁量性が高いものである。

⑥その⑥その⑥その⑥その他市民他市民他市民他市民サービスサービスサービスサービス（（（（ハードハードハードハード事業事業事業事業））））

　事業の多くが「自治事務（条例に基づく事務）」や「自治事務（任意の事務）」であり、裁量性が高いものである。

⑦⑦⑦⑦内部事務内部事務内部事務内部事務

　事業の多くが「自治事務（法律・政令に基づく事務）」や「自治事務（条例に基づく事務）」、「自治事務（任意の事務）」であった。

⑧⑧⑧⑧人件費人件費人件費人件費（（（（委員報酬等委員報酬等委員報酬等委員報酬等））））

　事業の多くが「自治事務（法律・政令に基づく事務）」や「自治事務（条例に基づく事務）」であった。

①①①①施設管理施設管理施設管理施設管理・・・・運営運営運営運営

　高度成長期に設置された施設を中心として、人口減少や少子高齢化などを見据え、長期的視野において、施設の更新計画（統廃合を含む）や施設を存続する場合のメンテナンス計画などの検討が不可欠

である。特に、公有財産建物総面積の約50％を占める学校施設については、喫緊に大規模修繕を含む施設の延命化を行う必要があることから、中期的視野において、適正配置についての方針を検討する。

②②②②補助金補助金補助金補助金・・・・奨励金奨励金奨励金奨励金・・・・助成助成助成助成

　運営費補助金については、必要性や有効性の観点においてその効果の不透明性があることから、今後の事業継続に向けては、実施効果を検証のうえ、短期的視野において、全面的な見直しが不可欠であ

る。

　また、正規職員が各種団体の事務局運営を担っている事例が散見されるなど、業務プロセスの見直しを行う。

③③③③繰出金繰出金繰出金繰出金・・・・負担金負担金負担金負担金

　法律や政令、条例に基づく事務については、事業性質上事業の見直しが難しいものが多いものの、その他の事業については、中期的視野において、負担金のあり方について検討する。

④④④④扶助費扶助費扶助費扶助費

　市単独事業については、実施効果を検証のうえ、中期的視野において、全面的な見直しが必要である。

⑤その⑤その⑤その⑤その他市民他市民他市民他市民サービスサービスサービスサービス（（（（ソフトソフトソフトソフト事業事業事業事業））））

　市単独事業については、実施効果を検証のうえ、中期的視野において、地域や市民との役割分担、業務プロセスや組織妥当性を含めた見直しを行う。

⑥その⑥その⑥その⑥その他市民他市民他市民他市民サービスサービスサービスサービス（（（（ハードハードハードハード事業事業事業事業））））

　市単独事業については、実施効果を検証のうえ、中期的視野において、業務プロセスや組織妥当性を含めた見直しを行う。

⑦⑦⑦⑦内部事務内部事務内部事務内部事務

　効率的な観点において、組織改革を見据え、中期的な視野において、業務プロセスや組織妥当性を含めた見直しが必要である。

⑧⑧⑧⑧人件費人件費人件費人件費（（（（委員報酬等委員報酬等委員報酬等委員報酬等））））

　附属機関等の必要性や委員の人数等について、短期・中期的視野において、見直しを行う。


